



















































































































































	表紙
	中表紙
	序文
	送付書
	インドネシア共和国地図
	現地調査写真
	目次
	第1章　序論
	1.1 調査の背景
	1.2 調査の目的
	1.3 調査フロー
	1.4 調査体制

	第2章　社会経済概況
	2.1 社会経済の現状
	2.2 経済開発と開発計画
	2.3 2005年までの社会経済フレーム

	第3章　海上活動
	3.1 海上活動の現状
	3.1.1 外航海運
	3.1.2 内航海運
	3.1.3 漁業活動
	3.1.4 その他の活動

	3.2 予測
	3.2.1 現行の開発計画
	3.2.2 2005年までの予測


	第4章　海難事故
	4.1 現状
	4.2 海難防止対策等に関する提言
	4.3 海難実態予測
	4.3.1 海難実態予測
	4.3.2 主要港湾の海難発生予測


	第5章　海難救助体制
	5.1 現状
	5.1.1 担任水域
	5.1.2 KPLP基地の配置状況
	5.1.3 海難救助用船艇及び航空機の配備
	5.1.4 特殊技術及び専門技術を必要とする海難事故
	5.1.5 船位通報制度
	5.1.6 民間捜索救難機関

	5.2 海難救助体制整備の解析手法
	5.2.1 方法
	5.2.2 海難救助用船艇の配備隻数の算定
	5.2.3 航空機等の最適配備機数の算定

	5.3 長期計画
	5.3.1 担任水域
	5.3.2 海難救助用船艇の配備
	5.3.3 船艇用桟橋
	5.3.4 航空機の配備
	5.3.5 特殊救難隊
	5.3.6 船位通報制度


	第6章　海上災害防止体制
	6.1 現状
	6.1.1 海上災害の実情
	6.1.2 海上災害防止のための組織
	6.1.3 海上災害防除船、防災資機材並びに専門家

	6.2 分析
	6.2.1 2005年におけるタンカーの見通し
	6.2.2 タンカー事故発生の想定
	6.2.3 防災資機材の必要量

	6.3 長期計画
	6.3.1 海上防災体制の必要性
	6.3.2 陸上基地の選定
	6.3.3 海上災害防止に対する基本的なアプローチ
	6.3.4 海上災害防止ユニット


	第7章　海上保安及び捜索・救助通信並びに情報システム
	7.1 現状
	7.1.1 海上保安及び捜索・救助
	7.1.2 海上保安通信に関する国際的動向



